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地球電磁気学的手法に基づく山陰海岸ジオパーク・ジオスポット「鹿野・吉岡断層」の地下構造

研究-断層両端部の構造解明を通して地下の「やわらかい領域」の広がりを考える- 

研究結果 

〔本年度の研究結果（研究方法、実験結果、分析結果等）について、当初の研究計画に沿って端的に

記すこと。詳細なデータ等については、別に添付も可。〕 

〔非公開としたい部分は、罫線で囲うなどして明確にし、その理由を記すこと。〕 

 当初の研究計画書では次の３つの柱を記した．各項目について，研究結果を記す． 

(1)電磁場ノイズレベル調査：「研究計画」として，説明資料の図1で示される，やや広域の

鹿野・吉岡断層東西延長両端地域の2016-17A測線〜2016-17B測線で囲まれるエリア(稠密化2014

測線および鳥取県中部の地震域を横切る300番測線を含む)を中心に人工電磁場発生源

（例えば，高圧線や商用電源，電話線，電気鉄道からの漏洩電流等）に起因するノイズ

レベルを調査することとし，合計63地点においてノイズレベル調査を実施した． 

(2)地下比抵抗構造調査：「研究計画」として，上述のノイズレベル調査結果をふまえ，自

然界に存在する周期10000秒までの広帯域の電磁場変動を観測するMT法調査を行うことと

した．本事業計画実施中，本事業が3年間の内でカバーする予定であった地域で，10月21

日鳥取県中部の地震（M6.6）が発生した．この地震発生を受け，研究測線の一部見直しに加

え，新たに他の研究機関との連携による拡大した共同観測研究計画の実施の可否に関する鳥取県本事

業担当部門の許可のもと，本研究計画を充実させるべく，新たに，京都大学防災研究所吉村准教授並

びに鳥取県観光交流局安藤和也専門員と共同して，断層直下の下部地殻の不均質構造の実態

の解明をめざし，中部の震源域を中心とするエリアにおいて震央を横切る複数の測線を

設定して広帯域MT観測を実施した（図2）.共同観測を含む観測点数の総数は16地点である（震

央域を横切る測線のうち，赤松ならびに古川沢観測点は京都大学防災研究所吉村令慧准教授が取得さ

れたものであり，下神・久原・田代観測点は共同観測として選点・実施した観測点である）． 

(3)地下比抵抗構造解析：「研究計画」として，既存データとともに統合した構造解析を実

施することとし，本研究により取得されたデータならびに上述の共同観測データを用いて，

代表的なMT法探査曲線である見かけ比抵抗曲線を推定し，図3-1,2,3に示した．また，本事業によ

るデータならびに共同観測データおよび既存のデータを統合して，2016年10月21日鳥取県

中部の地震（M6.6）震源域周辺の比抵抗データを面的に描いたものを図4（上図）に示す．

さらに，インピーダンスの不変量を用いた予察的な１次元比抵抗構造解析を行い，得られた結果につ

いて，本震の発生震度あたりの特定の深度に関連する比抵抗平面図を描いた(図4（下図）)． 

 以上が本研究の結果である． 
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研究成果 

〔本年度の研究成果（知見・技術）について、具体的に記すこと。詳細なデータ等については、別に

添付も可。〕〔非公開としたい部分は、罫線で囲うなどして明確にし、その理由を記すこと。〕 

 上述の研究結果(3)を具体的に意味付けることで研究成果の概要を記すことにするが，

その研究成果の概要を記す前に，本研究の背景について簡単に説明しておきたい． 

 山陰地方に，図5に示されるように線上配列する1943年鳥取地震、1983年鳥取県中部の

地震，2000年鳥取県西部地震などの内陸大地震震源域の深部地殻に電気低比抵抗（電気

が流れやすい）領域があることを既に筆者らの研究グループは明らかにしている（図6−

1）．その領域を「やわらかい」と仮定すると，その上盤側の地殻にひずみが集中し，内

陸地震を発生させる定性的なモデル（飯尾，2009）となる．最近のGPS研究（西村2015，

参考資料1）により明らかにされた山陰【ひずみ集中帯】はこのことを支持する． 

 しかし，後述するように，2014年度に我々が得た新知見をふまえると話は単純ではない

ことが分かった．なぜなら，鹿野・吉岡断層西方延長部の2次元構造モデル（2014測線モ

デル，図6-2）はその両側の既存測線で得られたモデルとは異なるから．ひずみをもたら

す原因と考えられる「やわらかい」領域が鹿野・吉岡断層西方延長では，空間的に連続

して線上配列をしていない可能性が出てきた．この研究成果は，災害の軽減に貢献する

ための，同地方における基盤的比抵抗構造研究の重要性を示している．1943年鳥取地震

の地震断層である鹿野・吉岡断層西方延長部の「やわらかい」領域が空間的にどのよう

に連続的に分布するのか，否か，さらには，偶然にも2016年10月21日に発生した鳥取県

中部の地震との関連を解明するための調査研究が必要であると考え，研究を進めてい

る．山陰地方における基盤的比抵抗構造研究から，地震発生前に，低比抵抗領域をもた

らすもの(地殻流体(水))の連続性(の規模)を詳細に明らかにすることができれば，災害

の軽減に貢献する重要な指標の一つとして提示できる可能性が期待される． 

 さて，以降に具体的な研究成果を記す．本年度の観測測線を東から2016-1,2,3（図2）

と命名した．2016-1測線は,1983年鳥取県中部の地震震源域や2015年秋以降の地震発生域

を横切る測線である．2016-2測線は2016年10月21日鳥取県中部の地震震源域を横切る測

線であり，2016-3測線は空間的な構造の連続性を追跡する意味で設定した．これらの測

線ごとに，MT法の代表的な探査曲線である見かけ比抵抗曲線を推定した（図3-1,2,3）が，本研究

では，概ね観測期間中，太陽活動が活発な時期に遭遇し地磁気擾乱現象を取得すること

ができた．そのため，高周波帯から低周波帯にかけて幅広い周波数にわたり比較的に良

質のデータを取得することができた．このことが，第一の研究成果と考える． 

 2016年10月21日鳥取県中部の地震（M6.6）の発生域の東方約10kmの地域では，2015年

10月以降たびたび地震が発生している．さらにその東側は，1943年鳥取地震の地震断層

である鹿野・吉岡断層の西方延長域にあたる．このような地域の地震学的の活構造の特

徴もあり，2013年度以前の地震・火山噴火予知研究計画事業はもとより，2014年度なら

びに2016年度鳥取県環境学術研究振興事業により，2015年に発生した鳥取県中部の地震

発生域周辺において，粗い観測点密度ではあるが広帯域MT観測データが既に取得されて

いる地域である．本事業によるデータおよび共同観測データなどを統合して得られた，

2016年10月21日鳥取県中部の地震（M6.6）震源域周辺の比抵抗データ（周期１秒および

10秒の周期帯に対して得られた見かけ比抵抗値平面図）ならびに，深度7kmおよび15kmに

関する平面分布図（予察的１次元構造解析結果）は，深さ10km前後に低比抵抗領域の存

在を示すエリアが，2015年の地震発生域〜2016年の地震発生域に連続する形態をもって

帯状に存在することを示唆する（図4）．すなわち，2014年測線モデル（図6-2）で不連

続になったかにみえた山陰地方の日本海沿岸部にみられる帯状の地震活動帯に沿うように地殻深

部の低比抵抗領域の帯が調和的に存在することがわかった．これが本年度の最大の研究成果である． 

 以上より，本年度は，鳥取地震(1943年，M7.2)地震断層である「鹿野・吉岡断層」の東西方向の

延長部において「やわらかい」領域の空間的連続性を解明するために，やや広域の構造調査

研究として，中部の震源域を中心とするエリアにおいて震央を横切る複数の測線を設定し

て広帯域MT観測を実施した(図1,2)．その結果，予察的構造解析の結果ではあるが，山陰

地方の日本海沿岸部にみられる帯状の地震活動帯に沿うように地殻深部の低比抵抗領域の帯が調和的

に存在することが示唆された．（幕張メッセで5月下旬に開催されるJapan Geoscience Union-American Geo

physical Union joint Meeting 2017へ，この研究成果を投稿した．その原稿要旨を添付する） 



次年度研究

計画 

〔次年度の研究計画について簡潔に記すこと〕 

 鳥取県における既存の広帯域MT法観測は，主に，内陸地震震源域（活断層域も含む）や第四紀火山

地域等の活構造地域を対象とした研究計画に基づくものであった．今回の2016年鳥取県中部の地震は

そのような場所に該当しないところで発生した．もし，事前にこの地震発生場所に関する知見を得て

いたのであれば，例えば，本研究で示された地殻内の低比抵抗領域の存在のような指標として，少な

からず災害の軽減に貢献するための情報提供の可能性があったといえるかもしれない．ただし，場所

の可能性に言及できたとしても「いつ」という情報については，現段階では，この研究のから提示す

ることはできないまでも，という条件はつくであろうが． 

  

 このような観点から，山陰海岸ジオパーク・ジオスポットである「鹿野・吉岡断層」延長両端部

に関する地下構造を提出することを通して，鳥取地震（1943年，M7.2）を内含する山陰地方東部の地

震発生物理モデルの構築に資する基礎データを提出することで地域の防災・減災に貢献するため

には，その低比抵抗領域の空間的連続性を東側と西側において，より詳細に追跡するこ

とが必要不可欠と考える． 

  

 従って，2017年度の研究計画として以下の４項目を挙げる． 

(1)本年度得られたデータと既存のデータを統合した精度の高い比抵抗構造解析を行う． 

(2)2016年度の当初計画に立ち返り，2016-17A測線〜2016-17B測線で囲まれるエリア(稠密化

2014測線および鳥取県中部の地震域を横切る300番測線を含む)のうち，本年度未測定で

あった2016-17A測線〜2014測線で囲まれるエリア（図1）を中心とした広帯域MT観測を実施

する．（2018年度は2018測線〜2016-2017B測線で囲まれるエリアにおいて広帯域MT観測

を実施する） 

(3)以上(1)(2)の研究計画を遂行することにより，まずは，山陰地方の（人類にとっても

同じことがいえるが）未解決課題である内陸地震が起きる・起こらない地域の地下構造

の特徴が比抵抗構造の差異として抽出できるものと期待される．我が国の全く新しい活断

層の長期評価では，これまでの活断層評価では地表に現れている部分のみとした対象を

地下の延長部も推定して評価することとしており（参考資料2），本研究が目指す内容は

その方向を先取りした形で実現できる可能性を示す． 

 すなわち，鹿野・吉岡断層の現在の姿を理解することを通して県民の地域地震災害の軽減に貢献

できる基礎資料となるとともに，この取り組みは「地域の持続的な発展と地質遺産の保護の両

立」の概念のもと研究・教育・防災等に関するジオパーク活動の土台を作る知見に資す

るものと期待される． 

(4)共同研究者の飯尾氏が現在，断層に働く力や断層の強度の大きさを解明するために，

鳥取・島根県境地域で山陰地方の地震帯の満点計画を実施している．同研究と連携する

ことにより，上述の「いつ」という情報について繫がる研究として，ある断層においてどの程

度地震が差し迫っているか，どうかを，より直接的に評価するための，鳥取の定量的内

陸地震発生過程モデルの構築に重要な制約条件を与えるデータに資するものと期待され

る． 

 これは，人類にとって未解決の挑戦すべき第一級の研究テーマといえる．鳥取地震を

含む横ずれ型の内陸地震発生の物理モデルの解明のための基礎的データを提出すること

により中長期的な地震防災・減災に貢献するための礎とする． 
 

※ 最後に調査手法について簡単に述べる．ここでは電気の流れやすさを調査する方法としてMT法を用いる．

MT法は地表で外部起源の地磁気変動とそれにより誘導された地電流を測定し，その両者間の振幅と位相差

をもとに地下比抵抗構造を推定する手法である（その概略については添付した参考資料3を添付した）． 
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鳥取大学大学院工学研究科・准教授・塩崎一郎 

 

要旨 

 

 本研究は鳥取地震(1943年，M7.2)地震断層である「鹿野・吉岡断層」（この「鹿

野・吉岡断層」は山陰海岸ジオパーク・ジオスポットである）周辺域において
地下比抵抗構造調査研究を実施し，やや広域の観点からみた「鹿野・吉岡断層」
の電磁気学的にみた地下構造の特徴を抽出することを目的とする．このような
調査研究を通して，新知見・山陰「ひずみ集中帯」や 2015 年 10 月以降に発生
した鳥取県の中部を震源域との関連を考察するとともに，山陰海岸ジオパーク
活動の更なる磨き上げに貢献するとともに安全・安心な県土づくりに向けて地
域における地震防災や災害軽減に繋げる． 
 これまでに京都大学防災研究所並びに鳥取大学大学院工学研究科を中心とす
る研究グループは，山陰地方や四国地方外帯において電気比抵抗構造と地震活
動の間に密接な関連がみられることを示してきた．例えば，山陰地方東部では，

鳥取地震（1943 年，M=7.2）の地震断層である吉岡・鹿野断層をはじめとして，
顕著な地震の震源域およびそれらを含み日本海沿岸部に沿う帯状の地震活動域
を横切る測線で MT 調査を実施し，ほぼ東西方向に伸びる地震活動帯に沿って，
高比抵抗領域である地震発生層の下，地殻深部に低比抵抗領域の存在を明らか
にした． 
 しかしながら，先述の山陰地方の電気比抵抗研究グループが提唱してきたモ
デルと調和しない研究成果（例えば，塩崎他(2015)）も示され，1943年鳥取地
震の地震断層である鹿野・吉岡断層西方延長部の低比抵抗領域が空間的にどの
ように連続するのかを解明するための調査研究の重要性が示された．内陸地震
が地震活動帯直下の不均質構造に起因する局所的な応力集中により発生する
（飯尾，2009）ならば，この不均質構造について今後はさらなる面的な構造デ

ータの充実を図ることが必要である． 
 このような研究背景のもと本研究は実施されたが，偶然にも，2016年 10月
21日鳥取県中部の地震（M6.6）が発生した．この地震の発生域の東方約 10kmの
地域では，2015 年 10月以降たびたび地震が発生している上，さらにその東側は
1943年鳥取地震の地震断層である鹿野・吉岡断層の西方延長域にあたる．これ
を受け，断層直下の下部地殻の不均質構造の実態の解明をめざし，中部の震源
域を中心とするエリアにおいて震央を横切る複数の測線を設定して，自然界に
存在する微弱な電磁場変動を信号とする広帯域 MT観測を計 16地点で実施した. 
既存の MTデータを統合して，予察的に行った determinant impedance をもとに
したボスティックインバージョン 1次元解析の結果から，2015年の地震発生域

より 2016年の地震発生域にかけて深さ 10km前後に低比抵抗領域が連続して帯
状に存在することを示した． 
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図1． 2013年度以前に取得された山陰地方の既存の比抵抗研究測線A, B(100), C(200), 
D(300), 800, E(400), F, Gと2014年度鳥取県環境学術研究振興事業研究測線2014を震央分布
に重ねて描写したもの． 
・各測線内の青三角印は観測地点を表し，赤色で記された記号Y,S,Iはそれぞれ，吉岡，鹿野，
岩坪断層の位置を示す． なお，後に図6で示されるようにこの地域では僅か100年の間にM7
クラスの内陸大地震が数個も発生し，かつ地震活動がほぼ１直線上に線上配列している． 
・本研究で新規MT法観測調査対象とした測線は赤色のハッチで記した2016-17Aならびに
2016-17B, そして精査対象とした2014の３測線である． 



図2．   2016年度鳥取県環境学術研究振興事業
により取得された鳥取県中部の地震域周辺の広帯
域MT観測地点分布図と測線名称（黄緑色★印，計
16地点) 

 なお，京都大学防災研究所吉村令慧准教授が取
得された赤松ならびに古川沢観測点の観測点及び
選点された下神・久原・田代観測点も併記した．また，
既存の測点（紺色★印）も重ねて描いた． 
JMA震源データの期間については， 
2000/1/1 0:00〜2016/10/20 までを灰色○印で， 
2000/10/21〜2016/12/31までを赤色○印で示し， 

本震の位置を×印で示した（赤松観測点がほぼ震央
位置でとなる）． 

 次に示唆されるように，低比抵抗領域をもたらすも
の(地殻流体(水))が地震発生に関して重要な役割を
果たすことが示唆される → 地震発生前に，この低
比抵抗領域の連続性(の規模)を明らかにすることが，
災害の軽減に貢献するための第一歩に繫がる．  
 そのためには地震震源域調査にとらわれない設計
思想のもと基盤的比抵抗構造調査が必要である． 
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図3−1. 2016-1測線における見かけ比抵抗探査曲線 

南北方向の電場と東西方向の磁場変動から推定された見かけ比抵抗を青丸で示し，東西
方向の電場と南北方向の磁場変動の組み合わせで推定されたそれを朱四角で示す．縦軸
は見かけ比抵抗（Ωｍ），横軸は周波数（Hz）を表し，いずれも対数目盛りで表現されている． 

本研究では，概ね観測期間中，太陽活動が活発な時期に遭遇し，地磁気擾乱現象を取得
することができたため，高周波帯から低周波帯にかけて幅広い周波数にわたり，比較的に
良質のデータを取得することができた． 



図3−2. 2016-2測線における見かけ比抵抗探査曲線 

南北方向の電場と東西方向の磁場変動から推定された見かけ比抵抗を青丸で示し，東西
方向の電場と南北方向の磁場変動の組み合わせで推定されたそれを朱四角で示す．縦軸
は見かけ比抵抗（Ωｍ），横軸は周波数（Hz）を表し，いずれも対数目盛りで表現されている． 



図3−3. 2016-3測線における見かけ比抵抗探査曲線 

南北方向の電場と東西方向の磁場変動から推定された見かけ比抵抗を青丸で示し，東西
方向の電場と南北方向の磁場変動の組み合わせで推定されたそれを朱四角で示す．縦軸
は見かけ比抵抗（Ωｍ），横軸は周波数（Hz）を表し，いずれも対数目盛りで表現されている． 



図4． 2016年鳥取県中部の地震

震源域周辺の比抵抗データを用
いた見かけ比抵抗値の平面分布
図（上）と1次元構造モデル（下） 

 ここでは，得られたデータから推
定されるimpedanceの不変量と呼
ばれるものを用いて，周期1秒（左
上）および周期10秒（右上）の見か

け比抵抗値の分布図とボスティッ
ク・インバージョン解析という手法
から導かれた1次元構造モデルを

もとにした異なる深度の比抵抗構
造の空間分布図，7km（左下）およ
び15km（右下）を示す． 

 いずれの図面においてもこのエ
リアの帯状の地震活動と調和的な
存在として地殻深部の低比抵抗領
域の存在（図では薄青色の破線で
示される）が描かれた． 



図5. 山陰地方東部の地震活動 最近約100年間にM7級の内陸地震が海岸線に沿うよ
うに山陰地方東部を中心に頻発している.浜田地震(M7.1,1872)，但馬地震
(M6.8,1925)，北丹後地震(M7.3,1927)，鳥取地震(M7.2,1943)，鳥取県中部地震
(M6.2,1983)，鳥取県西部地震(M7.3,2000)などがそれにあたる． 今回の2016年10

月21日鳥取県中部の地震もこの線上配列をなす地震活動の帯の中に入ることが指摘
されている． 
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図6-1． 2013年度以前に取得された山陰地方の既存の比抵
抗研究測線A, C(200), D(300)で得られた比抵抗構造： 
内陸大地震や地震活動が活発な場所の深部地殻には 

電気低比抵抗（電気が流れやすい，図では赤く示されている）
領域があることを筆者らの研究グループは明らかにしてきた． 



図6-2．2014年度鳥取県環境学術研究振興事業研究測線2014（鹿野・
吉岡断層西方延長域測線）で得られた比抵抗構造断面図（左側中央
図）寒色系は高比抵抗，暖色系は低比抵抗を示す． 
本研究より鹿野・吉岡断層西方延長地域において得られた比抵抗構
造と既存の1943年鳥取地震の地震断層鹿野・吉岡断層及び1983年鳥

取県中部の地震震源域を横切る測線で得られた比抵抗構造断面図
(左上図及び左下図)とを比較すると，大局的な比抵抗構造は似ている

ものの，比抵抗コントラストが弱いことが示された．これに関連して，地
震学研究よりひずみをもたらす原因と考えられる「やわらかい」領域に
対応する可能性が高い低比抵抗領域がこの場所では空間的に連続し
て線上配列をしていない可能性が示された． 



参考資料1. 
新知見・山陰「ひずみ集中帯」 
（2015年1月15日NHKニュース全
国版，日本海新聞2月4日版を参
考資料１として添付） 

京大防災研西村氏による国土地
理院GPS電子基準点データ解析

により，鳥取・島根北部が南部に
対して相対的に東に５mm／年で

変位しており，歪みが集中しつつ
あることが判明した．1995年阪神
淡路大震災や2004年新潟中越

地震などが，測地学的にはこの
「ひずみ集中帯」内で発生したと
考えられており，先述の1943年
鳥取地震や2000年鳥取県西部
地震との関連が示唆された．   



「中国地域の活断層の長期評価」（第一版）のポイント 

１．活断層の長期評価 
 地震調査研究推進本部の下に設置されている地震調査 
委員会は、防災対策の基礎となる情報を提供するため、地 
震の規模、発生間隔等の長期予測（長期評価）を実施して 
います。 
 従来、陸域の主要な活断層帯（M7以上の地震を想定）を 
対象として個別に評価を行ってきましたが、M7未満の地震 
でも被害が生じること、地域によって活断層の特性に共通 
性があること等から、評価対象を広げ、地域単位で活断層 
を評価する「地域評価」を行うこととしています。 
 九州地域（平成25年）、関東地域（平成27年）の地域評価 
に引き続き、このたび、中国地域を対象として地域評価を 
実施しました。 

３．評価対象とした活断層 ４．活断層で発生する地震の規模・確率 

２．これまでの活断層の評価と地域評価の主な違い 

従来の活断層評価 新たな地域評価 

対象 
活断層 

規模 M7.0以上 M6.8以上 

場所 陸域のみ 陸域・沿岸海域 

範囲 地表に現れている部分のみ 地下の延長部も推定して評価 

評価方法 個別に活断層を評価 
・個別に活断層を評価 
・地域単位で活断層を評価 

区域 

M6.8以上の地震が 
30年以内に 

発生する確率 ※ 活断層 
区域内の最大 
の地震の規模 
（マグニチュード） 

各区域 中国全域 

北部 40% 

50% 

鹿野－吉岡断層 
  ほか４断層 

M7.2程度 

東部 2-3% 
山崎断層帯 
 ほか３ 断層 

M7.7程度 

西部 14-20% 
菊川断層帯 
  ほか１４断層 

M7.8-8.2程度 
 もしくはそれ以上 

地震調査研究推進本部 事務局 

※ これらの確率は、 区域内の最大規模の地震が発生する確率を表すものではない 

２４活断層 

個々の活断層の評価だけではなく、地域内で発生する活断層による地震
の傾向が見えるようにする。 

（ 概要１ ）  

従来の評価対象の
範囲 

枠内の確率は、 各区域で、 Ｍ6. 8以上の地震が30年以内に発生する確率 

参考資料2.政府地震調査推進本部 公表資料（2016年7月1日，9月30日変更） 



【用語説明】	  	  

	  比抵抗は，物質に固有な電流の流れにくさを表す物理量でその単位は[Ωm]である．また比抵

抗の逆数を電気伝導度と呼び単位は[S/m]である．比抵抗は，物質の違いだけでなく，温度でも

変化する．また，比抵抗は，岩石中の間隙水，メルト，低比抵抗間隙充填物（粘度鉱物や炭素

皮膜など）の量やその結合のしかたに鋭敏で桁で変化する物理量である（渡辺,2009）．そのた

め，比抵抗探査は地震学的な情報とは独立に地殻内の間隙水の存在を推定する有力な手法と考

えられている（上嶋，2009）．	  

	  地表で外部起源の地磁気変動とそれにより誘導された地電流を測定し，その両者間の振幅と

位相差をもとに地下比抵抗構造を推定する手法をMT 法(Magneto -telluric 法)という．実際

には，地表において電場(E)と磁場(H)を観測し，それらの比であるインピーダンス Z	  (= E/H) を

求めて比抵抗の情報を得る．比抵抗ρの一様大地では，比抵抗とインピーダンスの関係は次式

で与えられる；	  

2
/Zr wm= 	  

ここで，ωは電磁波の角周波数，μは大地の透磁率を表す．	  

地球外部起源の電磁波は，導体である大地に侵入するとそのエネルギーが伝導電流として消

費されるので深さと伴に減衰する．比抵抗ρの一様大地において電磁波の振幅が地表の 1/e に

減衰する深さ d を表皮深度（スキンデプス）と呼び，ある周波数の電磁波がどの深さまでの情

報を持っているのかの指標となる．	  

2 / 503 /d fr wm r= = 	  

	  このため，地下の比抵抗構造が均一であれば，短周期より超周期の電磁場変動の方が，また，

特定の周期に着目した場合，電磁場変動は，地下の比抵抗が高いほどより深部の比抵抗構造に

関する情報をもつ．	  

参考資料3. 


